
第4 【提出会社の状況】 

  

1 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 2014年3月31日現在 

(注) 2013年4月26日開催の取締役会決議により、2013年10月1日をもって株式分割に伴う定款変更を行いました。 

これにより、発行可能株式総数は17,271,870,000株増加し、17,460,000,000株となっています。 

  
② 【発行済株式】 

  

(注) 1 2013年4月26日開催の取締役会決議により、2013年10月1日をもって1株を100株に株式分割いたしました。こ

れにより、発行済株式総数は、4,321,350,000株増加し、4,365,000,000株となっています。 

2 ロンドン証券取引所については、2014年1月31日に上場廃止の申請を行い、2014年3月10日に上場廃止となり

ました。 

      3 2013年10月1日から単元株制度を採用しています。 

  
(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 1 発行済株式総数の減少は自己株式の消却によるものです。 

     2 発行済株式総数の増加は株式分割(1:100)によるものです。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 17,460,000,000 

計 17,460,000,000 
 

種類 

発行済株式数(株) 
上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

事業年度末現在 
(2014年3月31日) 

提出日現在 
(2014年6月20日) 

普通株式 4,365,000,000 4,365,000,000 
東京証券取引所市場第一部 
ニューヨーク証券取引所 

  
単元株式数 

100株 
  

計 4,365,000,000 4,365,000,000 － － 
 

年月日 

発行済株式総数 資本金 資本準備金 

増減数 
(株) 

残高 
(株) 

増減額 
(百万円) 

残高 
(百万円) 

増減額 
(百万円) 

残高 
(百万円) 

2010年3月31日 
(注1) 

△160,000 43,790,000 － 949,679 － 292,385 

2011年3月31日 
(注1) 

△140,000 43,650,000 － 949,679 － 292,385 

2013年10月1日 
(注2) 

4,321,350,000 4,365,000,000 － 949,679 － 292,385 
 

― 59 ―



(6) 【所有者別状況】 

 2014年3月31日現在 

(注) 1  「その他の法人」の「所有株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が450単元含まれています。 

2  自己株式218,239,900株は、「個人その他」の欄に2,182,399単元含まれています。  

3  2013年4月26日開催の取締役会の決議に基づき、2013年10月1日をもって、100株を1単元とする単元株制度を

採用しています。  

  
(7) 【大株主の状況】 

 2014年3月31日現在 

 

区分 

株式の状況(1単元の株式数100株) 

単元未満株
式の状況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

10 252 58 2,126 745 193 323,889 327,273 - 

所有株式数 
(単元) 

676 3,456,506 761,559 28,169,420 6,071,825 1,401 5,188,374 43,649,761 23,900 

所有株式数 
の割合(％) 

0.00 7.92 1.74 64.54 13.91 0.00 11.89 100 - 
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(%) 

日本電信電話株式会社 東京都千代田区大手町一丁目5番1号 2,764,000,000 63.32 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 
(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番3号 68,624,500 1.57 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目8番11号 58,200,100 1.33 

バークレイズ証券株式会社 東京都港区六本木六丁目10番1号 50,168,300 1.15 

ザ バンク オブ ニユーヨーク メロン
エスエ－エヌブイ 10 
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行) 

ベルギー・ブリュッセル 
(東京都千代田区丸の内二丁目7番1号) 

34,839,646 0.80 

ザ バンク オブ ニユーヨーク メロン
アズ デポジタリ－ バンク フオ－ デポ
ジタリ－ レシ－ト ホルダーズ 
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行) 

アメリカ・ニューヨーク 
(東京都千代田区丸の内二丁目7番1号) 

24,669,549 0.57 

ステート ストリート バンク ウェスト
クライアント トリーティー 
(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業
部) 

アメリカ・ノースクインシー 
(東京都中央区月島四丁目16番13号) 

19,218,137 0.44 

ステート ストリート バンク アンド ト
ラスト カンパニー 505225 
(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業
部) 

アメリカ・ボストン 
(東京都中央区月島四丁目16番13号) 

18,516,023 0.42 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口6) 

東京都中央区晴海一丁目8番11号 16,954,400 0.39 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口5) 

東京都中央区晴海一丁目8番11号 16,928,700 0.39 

計 ― 3,072,119,355 70.38 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 2014年3月31日現在 

(注) 1  「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式45,000株が含まれています。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数450個が含まれています。 

2 2013年4月26日開催の取締役会決議により、2013年10月1日をもって1株を100株に株式分割いたしました。 

これにより、当事業年度末の発行済株式総数は4,365,000,000株、自己株式数は218,239,900株となっていま

す。 

  
② 【自己株式等】 

 2014年3月31日現在 

(注) 2013年4月26日開催の取締役会決議により、2013年10月1日をもって1株を100株に株式分割いたしました。 

これにより、当事業年度末の自己株式数は、216,057,501株増加し、218,239,900株となっています。 

  
(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

 

(注) 1 当社の自己株式(所有株式数218,239,900株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合5.00%)は、上記の

表に含めていません。 

     2 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託

口)、同(信託口6)、同(信託口5)の所有株式は、全て各社が信託業務(証券投資信託等)の信託を受けている

株式です。なお、それらの内訳は、投資信託設定分44,638,600株、年金信託設定分28,957,100株、その他

信託分87,112,000株です。 
 

     3 ザ バンク オブ ニユーヨーク メロン エスエ－エヌブイ 10、ステート ストリート バンク ウ

ェスト クライアント トリーティー、ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 

505225は、主に海外の機関投資家の所有する株式の保管管理業務を行うとともに、当該機関投資家の株式

名義人となっています。 

     4 ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フオー デポジタリー レシ

ート ホルダーズは、ADR(米国預託証券)の受託機関であるザ バンク オブ ニューヨーク メロンの株

式名義人です。 
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  218,239,900 

－ － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,146,736,200 41,467,362 － 

単元未満株式 普通株式       23,900 － － 

発行済株式総数 普通株式 4,365,000,000 － － 

総株主の議決権 － 41,467,362 － 
 

所有者の氏名又は名称等 所有株式数 発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(%) 氏名又は名称 住所 
自己名義 
(株) 

他人名義 
(株) 

合計 
(株) 

株式会社ＮＴＴドコモ 
東京都千代田区永田町
二丁目11番1号 

218,239,900 － 218,239,900 5.00 

計 － 218,239,900 － 218,239,900 5.00 
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2 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  会社法第155条第3号に該当する普通株式の取得 

           

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

(注) 2014年4月25日開催の取締役会において、2014年4月26日から2015年3月31日にかけて、取得株式総数3億2,000万

株(上限)、取得株式総額5,000億円(上限)の自己株式の取得枠設定に係る事項を決議しました。 

  
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 1 2013年4月26日開催の取締役会決議により、2013年10月1日をもって1株を100株に株式分割いたしました。 

これにより、当事業年度末の自己株式数は、216,057,501株増加し、218,239,900株となっています。 

2 当期間における保有自己株式数には、2014年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取及び売渡による株式は含まれていません。 

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(2014年4月25日)での決議状況 
(取得期間 2014年4月26日～2015年3月31日) 

320,000,000 500,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 - - 

当事業年度における取得自己株式 - - 

残存決議株式の総数及び価額の総額 - - 

当事業年度の末日現在の未行使割合(%) - - 

当期間における取得自己株式 - - 

提出日現在の未行使割合(%) 100 100 
 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額 

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

- - - - 

消却の処分を行った取得自己株式 - - - - 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

- - - - 

その他 - - - - 

保有自己株式数 218,239,900 - 218,239,900 - 
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3 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと位置付けており、財務体質の強化や内部留保の確保に

努めつつ、連結業績及び連結配当性向にも配意し、安定的な配当の継続に努めていきます。また、当社は会社法第454

条第5項の規定に基づき、取締役会の決議によって、毎年9月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定

款に定めており、毎事業年度における剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年2回行うこととしています。なお、

これらの剰余金の配当の決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会となります。 

当事業年度の剰余金の配当については、1株当たり3,030円(うち中間配当3,000円、期末配当30円(注))の普通配当を

実施することとしました。 

内部留保資金については、市場の急速な動きに対応した積極的な研究開発や設備投資、その他の投資に充当し、新

技術の導入、新サービスの提供及び新たなビジネス・パートナーとの提携による事業領域の拡大等により企業価値の

向上に努めていきます。 

  

 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりです。 

 (注) 2013年4月26日開催の取締役会決議により、2013年10月1日をもって1株を100株に株式分割いたしました。 

  

4 【株価の推移】 

(1) 【最近5年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 1 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

2 2013年4月26日開催の取締役会決議により、2013年10月1日をもって1株を100株に株式分割いたしました。 

※印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しています。 

  

(2) 【最近6ヵ月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

 

  
決議年月日 

配当金の総額 
(百万円) 

1株当たり配当額 
(円) 

  

2013年10月25日 
取締役会決議 

124,402 3,000 

  

2014年6月19日 
定時株主総会決議(注) 

124,402 30 
 

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 2010年3月 2011年3月 2012年3月 2013年3月 2014年3月 

最高(円) 150,400 159,000 151,800 149,700 
167,000 
※1,756 

最低(円) 127,500 128,000 133,600 111,900 
135,800 
※1,506 

 

月別 2013年10月 11月 12月 2014年1月 2月 3月 

最高(円) 1,588 1,650 1,730 1,756 1,706 1,697 

最低(円) 1,506 1,540 1,608 1,631 1,530 1,540 
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5 【役員の状況】 
  

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有 

株式数

(株) 

代表取締役 

社長 
  加藤 薰 

1951年 

5月20日生

1977年4月 日本電信電話公社入社 

※1 27,800 

2007年7月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西 常務取締

役 経営企画部長 

2008年6月 当社 取締役常務執行役員 経営企画部長 

2009年4月 当社 取締役常務執行役員 経営企画部長、モバイ

ル社会研究所長兼務 

2009年7月 当社 取締役常務執行役員 経営企画部長 

2012年6月 当社 代表取締役社長 

(現在に至る) 

代表取締役 

副社長 

技術、デバイ

ス、情報戦略

担当 

吉澤 和弘 
1955年 

6月21日生

1979年4月 日本電信電話公社入社 

※1 16,000 

2007年6月 当社 執行役員 第二法人営業部長 

2011年6月 当社 取締役執行役員 人事部長 

2012年6月 当社 取締役常務執行役員 経営企画部長 モバイ

ル社会研究所担当 

2013年7月 

  
当社 取締役常務執行役員 経営企画部長、事業改

革室長兼務 モバイル社会研究所担当 

2014年6月 当社 代表取締役副社長 技術、デバイス、情報戦

略担当 

(現在に至る) 

代表取締役 

副社長 

コ ン シ ュ ー

マ、マーケテ

ィ ン グ、国

際、コーポレ

ート担当 

坂井 義清 
1956年 

10月10日生

1980年4月 日本電信電話公社入社 

※1 6,400 

2005年6月 当社 IR部長 

2008年7月 当社 広報部長 

2009年6月 当社 執行役員 広報部長 

2012年6月 日本電信電話株式会社 取締役 財務部門長 

2014年6月 当社 代表取締役副社長 コンシューマ、マーケテ

ィング、国際、コーポレート担当 

(現在に至る) 

代表取締役 

副社長 

法人、業務改

善、CSR担当 
寺﨑 明 

1952年 

1月20日生

1976年4月 郵政省入省 

※1 1,000 

2008年7月 総務省 総務審議官  

2010年7月 総務省 顧問 

2010年10月 国立大学法人東京工業大学大学院理工学研究科 

客員教授(現在に至る) 

2011年7月 株式会社野村総合研究所 顧問 

2014年6月 当社 代表取締役副社長 法人、業務改善、CSR担

当 

  (現在に至る) 

取締役 

常務執行 

役員 

研究開発セン

ター所長 
尾上 誠蔵 

1957年 

5月12日生

1982年4月 日本電信電話公社入社 

※1 15,200 

2005年12月 当社 IP無線ネットワーク開発部長、無線システム

開発部長兼務 

2006年7月 当社 無線アクセス開発部長 

2008年6月 当社 執行役員 研究開発推進部長、無線アクセス

開発部長兼務 

2008年7月 当社 執行役員 研究開発推進部長 

2012年6月 当社 取締役常務執行役員 研究開発センター所長 

(現在に至る) 

取締役 

常務執行 

役員 

財務、グルー

プ事業推進担

当 

財務部長 

佐藤 啓孝 
1958年 

11月18日生

1982年4月 日本電信電話公社入社 

※1 11,400 

2005年6月 当社 財務部担当部長 

2008年7月 日本電信電話株式会社 財務部門担当部長 

2011年6月 当社 執行役員 第一法人営業部長 

2012年6月 当社 取締役執行役員 財務部長 

2014年6月 当社 取締役常務執行役員 財務、グループ事業推

進担当 財務部長 

(現在に至る) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有 

株式数

(株) 

取締役 

常務執行 

役員 

法人営業担当 

法 人 事 業 部

長、東北復興

新生支援室長

兼務 

髙木 一裕 
1956年 

6月29日生

1982年4月 日本電信電話公社入社 

※1 6,800 

2002年5月 当社 資材部担当部長 

2005年7月 当社 人事育成部担当部長 

2008年7月 当社 フロンティアサービス部長 

2012年6月 当社 取締役執行役員 人事部長 

2014年6月 当社 取締役常務執行役員 法人営業担当 法人事

業部長、東北復興新生支援室長兼務 

(現在に至る) 

取締役 

常務執行 

役員 

経営企画部長 阿佐美 弘恭 
1956年 

9月8日生 

1980年4月 日本電信電話公社入社 

※1 9,800 

2011年4月 当社 執行役員 スマートコミュニケーションサー

ビス部長 

2012年6月 当社 執行役員 スマートコミュニケーションサー

ビス部長 マルチメディア担当 

2013年3月 当社 常務執行役員 マルチメディアサービス担当 

2013年7月 当社 常務執行役員 スマートライフビジネス本部

長 

2014年6月 当社 取締役常務執行役員 経営企画部長 

(現在に至る) 

取締役 

常務執行 

役員 

コンシューマ

営 業、支 店

(関東甲信越)

担当 

須藤 章二 
1957年 

3月4日生 

1980年4月 日本電信電話公社入社 

※1 9,100 

2009年6月 ドコモ・ビジネスネット株式会社 

代表取締役常務マーケティング事業本部長 

2009年7月 同社 代表取締役常務 マーケティング本部長 

2010年6月 同社 代表取締役常務 法人本部長 

2011年6月 当社 執行役員 四国支社長 

2014年6月 当社 取締役常務執行役員 コンシューマ営業、支

店(関東甲信越)担当 

(現在に至る) 

取締役 

常務執行 

役員 

ネ ッ ト ワ ー

ク、2020準備

担当 

ネットワーク

部長 

大松澤 清博 
1957年 

6月22日生

1981年4月 日本電信電話公社入社 

※1 13,000 

2006年6月 当社 無線アクセスネットワーク部長 

2009年7月 当社 資材部長、経営企画部兼務 

2010年6月 当社 執行役員 資材部長 

2012年6月 当社 執行役員 中国支社長 

2014年6月 当社 取締役常務執行役員 ネットワーク、2020準

備担当 ネットワーク部長 

(現在に至る) 

取締役 

常務執行 

役員 

スマートライ

フビジネス本

部長、ライフ

サポートビジ

ネス推進部長

兼務 

中山 俊樹 
1958年 

1月29日生

1981年4月 日本電信電話公社入社 

※1 4,100 

2008年6月 日本電信電話株式会社 新ビジネス推進室次長 

2011年6月 同社 新ビジネス推進室長 

2012年6月 当社 執行役員 フロンティアサービス部長 

2013年7月 当社 執行役員 ライフサポートビジネス推進部長 

2014年1月 株式会社ABC HOLDINGS 代表取締役社長兼務 

(現在に至る) 

同 株式会社ABC Cooking Studio 代表取締役副社長兼

務 

(現在に至る) 

2014年6月 当社 取締役常務執行役員 スマートライフビジネ

ス本部長、ライフサポートビジネス推進部長兼務 

(現在に至る) 

取締役 

執行役員 
 人事部長 紀伊 肇 

1960年 

4月20日生

  

1983年4月 日本電信電話公社入社 

※1 4,100 

2007年7月 当社 モバイルデザイン推進室長 

2008年7月 当社 国際事業部副事業部長 

2010年6月 当社 国際事業部長 

2012年6月 当社 執行役員 国際事業部長 

2014年6月 当社 取締役執行役員 人事部長 

(現在に至る) 

取締役 

執行役員 

総務部長、か

いぜん活動推

進室長兼務 

谷 誠 
1961年 

11月2日生

1984年4月 日本電信電話公社入社 

※1 2,200 

2006年7月 日本電信電話株式会社 第五部門担当部長、 

第五部門ビジネスプロセス改革推進室長兼務 

2007年6月 同社 総務部門担当部長 

2009年10月 同社 総務部門秘書室長 

2013年8月 当社 執行役員 第二法人営業部長 

2014年6月 当社 取締役執行役員 総務部長、かいぜん活動推

進室長兼務 

(現在に至る) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有 

株式数

(株) 

取締役   村上 輝康 
1945年 

10月15日生

1968年4月 株式会社野村総合研究所入社 

※1 5,500 

2001年4月 同社 代表取締役専務取締役 

2002年4月 同社 理事長 

2008年6月 株式会社ベネッセホールディングス 取締役 

2012年4月 産業戦略研究所 代表 

(現在に至る) 

2013年6月 当社 取締役  

  (現在に至る) 

取締役   中村 卓司 
1964年 

5月15日生

1987年4月 日本電信電話株式会社 入社 

※1 1,000 

1999年1月 同社 持株会社移行本部 第四部門担当課長 

2002年10月 同社 第四部門担当部長 

2005年4月 西日本電信電話株式会社 財務部担当部長 

2008年7月 同社 人事部担当部長 

2011年7月 日本電信電話株式会社 財務部門担当部長 

(現在に至る) 

2013年6月 当社 取締役 

(現在に至る) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有 
株式数
(株) 

常勤監査役   小林 徹 
1952年 
8月8日生 

1976年4月 日本電信電話公社入社 

※1 15,900 

2008年7月 当社 常務執行役員 東海支社長 

2011年6月 三井住友カード株式会社 代表取締役兼専務執行

役員  

2012年4月 同社 代表取締役兼副社長執行役員 

2013年6月 

2014年6月 

ドコモ・サービス株式会社 代表取締役社長  

当社 常勤監査役 

(現在に至る) 

常勤監査役   諸澤 治郎 
1950年 

12月27日生
  

1974年4月 会計検査院 採用 

※2 7,100 

2000年12月 同 事務総長官房審議官 

2004年12月 同 第1局長 

2009年4月 同 事務総局次長 

2010年4月 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構西

ブロック入札監視委員会 委員 

2011年6月 当社 常勤監査役 

(現在に至る) 

常勤監査役   塩塚 直人 
1952年 

7月15日生

1977年4月 日本電信電話公社入社 

※3 2,700 

2005年6月 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 執行役員 

財務部長 

2007年6月 同社 取締役執行役員 財務部長 財務統括担当

(CFO) 

2009年6月 同社 取締役常務執行役員 財務部長 財務統括

担当(CFO)、CSR担当  

2011年6月 エヌ・ティ・ティ・データ・マネジメント・サー

ビス株式会社 代表取締役社長 

2013年6月 当社 常勤監査役 

(現在に至る) 

常勤監査役   沖原 俊宗 
1954年 

8月29日生

1979年4月 日本電信電話公社入社 

※4 1,000 

2006年6月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社 取締役 システムエンジニアリング部長 

2006年8月 同社 取締役 法人事業本部システムエンジニア

リング部長 

2010年6月 同社 常務取締役 法人事業本部システムエンジ

ニアリング部長 

2011年6月 ＮＴＴコムテクノロジー株式会社 代表取締役社

長  

2014年6月 当社 常勤監査役 

(現在に至る) 

監査役   辻山 栄子 
1947年 

12月11日生

1980年8月 茨城大学 人文学部助教授 

※2 2,200 

1985年4月 武蔵大学 経済学部助教授 

1991年4月 同 経済学部教授 

2003年4月 早稲田大学 商学部・大学院商学研究科教授 

(現在に至る) 

2008年6月 三菱商事株式会社 監査役 

(現在に至る) 

2010年6月 

  

2011年5月 

  

2011年6月 

オリックス株式会社 取締役 

(現在に至る) 

株式会社ローソン 監査役 

(現在に至る) 

当社 監査役 

 (現在に至る) 

2012年6月 株式会社資生堂 監査役 

(現在に至る) 

計 162,300
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※1 任期は、2014年6月19日開催の第23回定時株主総会における選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までです。 

※2 任期は、2011年6月17日開催の第20回定時株主総会における選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までです。 

※3 任期は、2013年6月18日開催の第22回定時株主総会における選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までです。 

※4 任期は、2014年6月19日開催の第23回定時株主総会における選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までです。 

  

 (注) 1 坂井 義清氏は、2014年6月26日をもって就任する予定です。 

 2 取締役のうち村上 輝康氏、中村 卓司氏の2氏は、社外取締役です。 

 3 監査役のうち諸澤 治郎氏、塩塚 直人氏、沖原 俊宗氏、辻山 栄子氏の4氏は、社外監査役です。 

 4 須藤 章二氏の氏名に関しては「開示用電子情報処理組織等による手続の特例等に関する留意事項につい

て」及び「提出書類ファイル仕様書」(金融庁総務企画局)の規定により使用可能とされている文字以外を含

んでいるため、電子開示システム(EDINET)上使用できる文字で代用しています。 
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6 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 ① 企業統治の体制 

  ≪企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由≫ 

 当社は、主要事業としている携帯電話事業において、その市場拡大に伴い携帯電話が重要な社会インフラとし

ての役割を果たしていることを鑑み、経営資源を有効活用して継続的かつ安定的な事業運営を実現する観点では

取締役が重要な業務執行に関与することが望ましいと考えていること、また経営の健全性・効率性の確保の観点

では業務執行者を兼務する取締役による相互監視、監査役による経営の監査を行う体制が望ましいと考えている

ことから、取締役会と監査役・監査役会によるコーポレート・ガバナンス体制を採用し、更なる経営の監督・監

査の強化を目的として社外取締役・社外監査役を選任しています。 

 加えて、執行と監督の役割の明確化及び業務執行機能の更なる強化を目的として執行役員制度を導入し、経営

環境の変化へ迅速に対応する体制を整備しています。 

  当社は、これらの取り組みを通じ、経営のスピード向上を図りつつ、継続的で安定的な事業運営の実現と、監

査・統制機能の強化を両立しうるコーポレート・ガバナンス体制を構築しています。 

 また、取締役会の業務執行の決定権限の一部を代表取締役及び執行役員等へ委譲することにより、責任ある執

行役員等による機動的な業務執行を可能としています。さらに、取締役の半数以上が執行役員を兼務することに

より、業務執行における取締役相互の監視機能を有効に働かせ、経営監督機能の充実を図っています。 

 なお、各機関等の構成は、取締役会15名(男性15名、女性0名)、監査役会5名(男性4名、女性1名)、執行役員27

名(男性27名、女性0名、取締役との兼職9名)となっています。 

  

  取締役会は、原則毎月1回の定期開催と必要に応じた臨時開催により、経営に関する重要事項について意思決定

を行うほか、業務執行者を兼務する取締役からその執行状況の報告を随時受け、経営の監督を行っています。 

  また、業務執行に関する重要事項については、代表取締役社長、代表取締役副社長、常務執行役員及び常勤監

査役等で構成される経営会議を設置し、原則毎週定例日の開催と必要に応じた臨時開催により、代表取締役社長

による機動的で迅速な意思決定を可能としています。 

  さらに、各界の有識者により構成される「アドバイザリーボード」を設置するとともに、海外においてもグロ

ーバルな視点でのアドバイスをいただく場として「米国アドバイザリーボード」を設置し、当社が抱える経営課

題等に関するボードメンバー9名(男性8名、女性1名)からの客観的な意見・提案を事業運営に反映させています。

なお、多種多様なアドバイスをいただくため、ボードメンバーは企業経営者、大学教授、評論家、ジャーナリス

ト等から招聘しています。 
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  当社の業務執行、経営の監視等の仕組みを図で示すと、次のとおりです。 

  

  

 
  

  

  

  ≪内部統制システムの整備の状況≫ 

  当社の業務の適正を確保するための体制(内部統制システム)の整備についての取締役会決議の内容の概要は、

次のとおりです。 

  

  ＜内部統制システムの整備に関する基本的考え方＞ 

・当社は、内部統制システムの整備にあたり、法令順守、損失の危険管理及び適正かつ効率的な事業運営を目

的として、規程類、組織・体制の整備、実行計画の策定及び監視活動等の各種対策を講じる。 

・内部統制システムをより有効に機能させるための総括機関として内部統制委員会を設置し、全社横断的な視

点から内部統制システムの整備を図るとともに、その有効性を評価したうえで、必要な改善を実施する。 

・米国企業改革法及び金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制システムの信頼性の確保についても適

切な取り組みを実施する。 

・取締役会は、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決議し、内部統制システムの整備状況につい

て定期的に報告を受け、当社の内部統制システムの監督及び監視を実施する。 

・代表取締役社長は、業務執行の最高責任者として、取締役会が決定した基本方針に基づく内部統制システム

の整備を総理する。 
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  ＜内部統制システムに関する体制の整備＞ 

・取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

   「ＮＴＴドコモグループ倫理方針」及びコンプライアンスに関する規程を整備し、倫理法令順守に必要な体

制を構築する。財務諸表の作成にあたっては、財務担当役員、監査役及び会計監査人の間で、主要な会計方

針等の事前協議を行い、財務諸表をはじめとした証券関係法令等に基づく企業情報の開示については、社内

規程に基づく必要な社内手続を経たうえで、取締役会等で決定する。内部監査部門は、法令・社内規程等へ

の適合性について、会社業務全般を対象に監査を行う。 

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

文書又は管理情報の保存及び管理の方法を定めた規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を記録し、保

存する。 

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

リスク管理に関する規程に従い、リスク管理を統括する組織の長が各組織責任者の担当業務に係るリスク

を定期的に取りまとめ、取締役及び執行役員等で構成する内部統制委員会において、全社横断的な管理を要

するリスクを特定するとともに、特定したリスクについては管理方針を定め、リスクの現実化に対する適切

な未然防止と発生時の迅速な対処を可能とする。 

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

社内規程に基づく意思決定ルール及び職務権限の整備並びに取締役会による中期経営方針及び事業計画の

策定のほか、取締役及び執行役員等で構成する会議体の設置等により、取締役の職務執行の効率化を図る。 

・当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社のグループ会社管理の基本的な事項に関する規程に基づき、業務上の重要事項について、グループ会

社は当社に協議又は報告を行う。子会社の企業倫理担当役員は、経営幹部に関わる問題事態を当社に適時に

報告し、当社は必要な指導等を行う。親会社との非通例的な取引については、法務部門の審査及び監査役の

監査を行う。また、内部監査部門の監査は子会社も監査の対象とし、必要により対象会社の内部監査結果の

把握・評価等を行う。 

・監査役の職務を補助すべき使用人及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の職務執行を補助する専任の組織として監査役室を設置し、専従の使用人を配置する。また、その

使用人の人事異動、評価等について、監査役会に事前に説明し、その意見を尊重し、対処する。 

・取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制 

取締役、執行役員及び使用人は、法令及び規程に定められた事項のほか、監査役の職務の遂行に必要なも

のとして求められた事項について、速やかに監査役又は監査役会に報告を行う。 

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

代表取締役と監査役会の間で定期的に会合を行うほか、監査役の職務執行のために必要な監査環境を整備

する。内部監査部門等と会計監査人は、それぞれ定期的及び随時に監査役と意見交換等を行う。 

  

  ≪責任限定契約の内容の概要≫ 

 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しています。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最

低責任限度額としています。 

  
 ② 監査役監査及び内部監査の状況 

 監査役会は、原則毎月1回開催し、監査の方針・計画・方法その他監査に関する重要な事項についての意思決定を

行っています。各監査役は、監査役会で決定された監査方針及び監査計画に基づき、取締役会等重要な会議に出席

するほか取締役等からの報告聴取、重要な文書等の調査、本社及び主要な事業所並びに子会社の実地調査等により

取締役の職務執行状況の監査を適宜実施し、監査実施状況を監査役会へ報告しています。また、子会社の監査役と

の意思疎通及び情報の交換等による連係を密にし、監査の実効性を確保しています。なお、監査役 塩塚 直人氏は

企業経営の経験を有しているとともに、株式会社エヌ・ティ・ティ・データの財務部門の経験があり、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しています。監査役 辻山 栄子氏は、公認会計士資格を有するとともに、大学教授

及び企業の社外役員としての経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。 
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 内部監査に関しては、監査部が45名の体制により他の業務執行から独立した立場で、法令等の順守、業務の有効

性・効率性、財務報告の信頼性等を確保するため、本社各室部、支社及び支店等における業務遂行状況をCOSO(The 

Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission)フレームワーク(1992年版)に基づき検証・

評価し、内部統制の改善に向けた監査を実施しています。また、当社グループにおけるリスクの高い事項について

は統一の監査項目を設定しグループ各社で監査を行うとともに、監査部がグループ会社の監査品質向上を目的とし

た監査品質レビューを実施しています。これらの取り組みの一環として、米国企業改革法及び金融商品取引法に基

づく財務報告に係る内部統制等の有効性評価も実施しています。 

 監査役は、会計監査人より監査計画の報告、四半期決算毎に主要な会計方針の変更の有無等に関する事前協議及

びその監査結果の報告を受けるほか、会計監査人監査への立会を実施するなど、適宜意見交換を行い連係の強化に

努めるとともに、会計監査人の監査の品質体制についても、説明を受け確認しています。また、監査役は監査部か

ら内部監査計画及びその結果について報告を受けるほか、原則毎月1回の定例会合を実施し、内部監査実施状況につ

いて意見交換を行うなど、相互連係を図っています。 

 内部統制部門との関係については、監査役は内部統制システムの整備・体制の状況を監視及び検証し、内部統制

部門へ必要な助言・指導を行っています。また、監査部は内部統制システムの有効性を評価し、その結果を内部統

制部門へ報告しています。内部統制部門はそれらに基づき、必要に応じて内部統制システムの改善を図っていま

す。 

  

 ③ 社外取締役及び社外監査役 

 当社の社外取締役は2名、社外監査役は4名です。 

 当社は、現時点において、社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する一律の基準は

定めていませんが、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の2の規定に基づき、独立役員を1名以上確

保することとしています。当社は、当社が独立役員として指定する社外取締役及び社外監査役の選任に際しては、

同取引所が定める独立性に関する判断基準(「上場管理等に関するガイドライン」Ⅲ5.(3)の2)に従っています。当

社は、社外取締役 村上 輝康氏、社外監査役 諸澤 治郎氏及び辻山 栄子氏を同取引所の定めに基づく独立役員に指

定しています。 

  

 社外取締役 村上 輝康氏は、過去に当社アドバイザリーボードのメンバーであったことがあります。同氏は企業

経営及び情報産業に関する豊富な経験、知見を有していることから、業務執行の監督機能の強化と幅広い見地から

の経営的視点を取り入れることを期待し、同氏を選任しています。以上のほかに、同氏※と当社との間に一般株主と

利益相反の生じるおそれのある人的関係、資本的関係又は取引関係及びその他の利害関係はありません。 

  

 社外取締役 中村 卓司氏は、現在、当社の親会社である日本電信電話株式会社(ＮＴＴ)の従業員であるととも

に、2011年までＮＴＴの完全子会社である西日本電信電話株式会社の従業員でした。同氏は長年にわたり電気通信

事業に関する職務に携わっており、その経歴を通じて培った幅広い経験、知見を有していることから、業務執行の

監督機能の強化を期待し、同氏を選任しています。なお、当社とＮＴＴとの重要な契約については、「第2 事業の

状況 5 経営上の重要な契約等」を、ＮＴＴグループ会社との取引等については、連結財務諸表注記14をご参照く

ださい。また、ＮＴＴグループ会社間においては、必要に応じて社員等の人事交流を行うことがあります。以上の

ほかに、同氏※と当社との間に一般株主と利益相反の生じるおそれのある人的関係、資本的関係又は取引関係及びそ

の他の利害関係はありません。 

  

 社外監査役 諸澤 治郎氏は長年にわたり、会計検査院の職務に携わり、その職歴を通じて培った専門家としての

経験、見識からの視点に基づく社外監査役としての取締役の職務執行に対して独立した監査を期待し、同氏を選任

しています。同氏※と当社との間に一般株主と利益相反の生じるおそれのある人的関係、資本的関係又は取引関係及

びその他の利害関係はありません。 

  

 社外監査役 塩塚 直人氏は過去に親会社であるＮＴＴの従業員であったことがあり、ＮＴＴの子会社である株式

会社エヌ・ティ・ティ・データ、エヌ・ティ・ティ・データ・マネジメント・サービス株式会社及び株式会社アー

ル・キュービックの取締役又は従業員であったことがあります。同氏は企業経営の経験を有しているとともに、株

式会社エヌ・ティ・ティ・データの財務部門の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、
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その職歴、見識に基づく社外監査役としての取締役の職務執行に対して独立した監査を期待し、同氏を選任してい

ます。なお、当社とＮＴＴとの重要な契約については、「第2 事業の状況 5 経営上の重要な契約等」を、ＮＴ

Ｔグループ会社との取引等については、連結財務諸表注記14をご参照ください。また、ＮＴＴグループ会社間にお

いては、必要に応じて社員等の人事交流を行うことがあります。以上のほかに、同氏※と当社との間に一般株主と利

益相反の生じるおそれのある人的関係、資本的関係又は取引関係及びその他の利害関係はありません。 

  

 社外監査役 沖原 俊宗氏は、過去に親会社であるＮＴＴの従業員であったことがあり、ＮＴＴの子会社であるエ

ヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社及びＮＴＴコムテクノロジー株式会社の取締役又は従業員であっ

たことがあります。同氏は長年にわたり、電気通信事業に関する職務に携わるとともに、企業経営の経験を有して

おり、その経歴を通じて培った幅広い経験、知見に基づく、社外監査役としての取締役の職務執行に対して独立し

た監査を期待し、同氏を選任しています。なお、当社とＮＴＴとの重要な契約については、「第2 事業の状況 5

経営上の重要な契約等」を、ＮＴＴグループ会社との取引等については、連結財務諸表注記14をご参照ください。

また、ＮＴＴグループ会社間においては、必要に応じて社員等の人事交流を行うことがあります。以上のほかに、

同氏※と当社との間に一般株主と利益相反の生じるおそれのある人的関係、資本的関係又は取引関係及びその他の利

害関係はありません。 

  

 社外監査役 辻山 栄子氏は、公認会計士資格を有するとともに、長年にわたる大学教授としての経験及び企業の

社外役員としての経験を通じて培った、財務及び会計に関する高い見識からの視点に基づく取締役の職務執行に対

して独立した監査を期待し、同氏を選任しています。同氏※と当社との間に一般株主と利益相反の生じるおそれのあ

る人的関係、資本的関係又は取引関係及びその他の利害関係はありません。 

  

 なお、当社は、社外取締役※及び社外監査役※と当社との取引関係その他の利害関係(寄附を含む)の記載に当た

り、当社取締役会への付議の必要がない取引等については、株主の議決権行使の判断に影響を及ぼすおそれがな

く、一般株主と利益相反の生じるおそれもないものと考えられることから、原則として記載を省略しています。 

  

 社外監査役は、「② 監査役監査及び内部監査の状況」に記載のとおり、会計監査人及び監査部と意見交換を行い

相互連係を図っています。 

 社外取締役は、監査役より監査計画についての報告を受け、監査部より内部統制システムの有効性の評価結果に

ついての報告を受けています。また、内部統制部門からは「内部統制システムの整備に関する基本方針」の策定に

あたって事前に報告を受けています。 

  

※ 同氏が役員若しくは使用人である、または役員若しくは使用人であった会社等を含む。 
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 ④ 役員報酬等の内容 

  ≪役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数≫ 

(注) 1 取締役及び監査役の報酬額については、2006年6月20日開催の第15回定時株主総会において、取締役

の報酬額を年額6億円以内、監査役の報酬額を年額1億5千万円以内と決議いただいています。 

2 取締役には、2013年6月18日開催の第22回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名を含んで

います 

3 監査役には、2013年6月18日開催の第22回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役1名を含んで

います。 

4 社外役員には、2013年6月18日開催の第22回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役1名を含ん

でいます。 

  

  ≪役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法≫ 

  取締役の報酬等に関する事項については、取締役会にて決定しています。 

  取締役の報酬等は、月額報酬と賞与から構成されており、月額報酬は役位ごとの役割や責任の大きさなどに基

づき支給しています。賞与は、当期の会社業績等を勘案し支給しています。また、中長期の業績を反映する観点

から、月額報酬の一定額以上を拠出し役員持株会を通じて自社株式を購入し、購入した株式は在任期間中、その

全てを保有しています。 

  監査役については、監査役の協議にて決定しており、高い独立性の確保の観点から、業績との連動は行わず、

月額報酬のみを支給しています。 

  

 

役員区分 
報酬等の総額 
(百万円) 

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名) 基本報酬 
ストック 
オプション

賞与 退職 
慰労金 

 取締役 
 (社外取締役を除く) 

488 394 － 93 － 13 

 監査役 
 (社外監査役を除く) 

60 60 － － － 3 

 社外役員 71 71 － － － 5 

合計 619 525 － 93 － 21 
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 ⑤ 株式の保有状況 

  ≪保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式≫ 

 銘柄数              72銘柄 

 貸借対照表計上額の合計額 368,133百万円 

  

≪保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的≫ 

 (前事業年度) 

   特定投資株式 

(注) 1 Philippine Long Distance Telephone Companyの株式数、貸借対照表計上額には、米国預託証券(ADR)が

8,533,253株、56,933百万円含まれています。 

2 KT Corporationの株式数、貸借対照表計上額には、米国預託証券(ADR)が16,906,444株、24,979百万円含

まれています。 

  

 

銘柄 株式数(株) 

貸借対照表 

計上額 

(百万円) 

保有目的 

Philippine  Long  Distance  Telephone 
Company 

31,330,155 215,646 携帯電話事業に係わる事業提携

 KT Corporation 22,711,035 42,355 携帯電話事業に係わる事業提携

 Far EasTone Telecommunications Co., Ltd. 153,543,573 33,275 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ローソン 2,092,000 15,167 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ファミリーマート 2,930,500 12,747 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社フジ・メディア・ホールディングス 77,000 12,558 携帯電話事業に係わる事業提携

 日本テレビホールディングス株式会社 7,779,000 10,960 携帯電話事業に係わる事業提携

 Tata Teleservices (Maharashtra) Limited 229,856,926 3,157 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ＡＣＣＥＳＳ 45,468 2,750 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社角川グループホールディングス 1,031,000 2,662 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社スカパーＪＳＡＴホールディングス 20,481 906 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ＮＴＴデータイントラマート 2,500 826 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社フュートレック 568,000 744 携帯電話事業に係わる事業提携

 ガイアホールディングス株式会社 1,500,000 631 携帯電話事業に係わる事業提携

 ネオス株式会社 10,200 573 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ドリームインキュベータ 1,100 172 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社アクロディア 7,300 100 携帯電話事業に係わる事業提携

 アートスパークホールディングス株式会社 193,200 54 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社モルフォ 60,000 48 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ビックカメラ 500 21 携帯電話事業に係わる事業提携
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 (当事業年度) 

   特定投資株式 

(注)  1 Philippine Long Distance Telephone Companyの株式数、貸借対照表計上額には、米国預託証券(ADR)

が8,533,253株、53,590百万円含まれています。 

2 KT Corporationの株式数、貸借対照表計上額には、米国預託証券(ADR)が16,906,444株、24,168百万円

含まれています。 

3 株式会社角川グループホールディングスは、2013年6月22日に株式会社ＫＡＤＯＫＡＷＡへ社名を変更

しています。 

4 ガイアホールディングス株式会社は、2013年4月1日にアプリックスＩＰホールディングス株式会社へ

社名を変更しています。 

  

  ≪保有目的が純投資目的である投資株式≫ 

  該当事項はありません。 

 

銘柄 株式数(株) 

貸借対照表 

計上額 

(百万円) 

保有目的 

Philippine  Long  Distance  Telephone 
Company 

31,330,155 197,354 携帯電話事業に係わる事業提携

 KT Corporation 22,711,035 40,755 携帯電話事業に係わる事業提携

 Far EasTone Telecommunications Co., Ltd. 153,543,573 33,474 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ローソン 2,092,000 15,271 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社フジ・メディア・ホールディングス 7,700,000 14,591 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ファミリーマート 2,930,500 13,289 携帯電話事業に係わる事業提携

 日本テレビホールディングス株式会社 7,779,000 13,115 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社東京放送ホールディングス 5,713,000 6,815 携帯電話事業に係わる事業提携

 パイオニア株式会社 25,773,100 5,695 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ＫＡＤＯＫＡＷＡ 1,031,000 3,407 携帯電話事業に係わる事業提携

 Tata Teleservices (Maharashtra) Limited 229,856,926 2,942 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ＡＣＣＥＳＳ 4,546,800 2,828 携帯電話事業に係わる事業提携

 アプリックスＩＰホールディングス株式会社 1,500,000 2,598 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社スカパーＪＳＡＴホールディングス 2,048,100 1,130 携帯電話事業に係わる事業提携

 ネオス株式会社 1,020,000 1,002 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ＮＴＴデータイントラマート 500,000 629 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社フュートレック 568,000 338 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社アクロディア 730,000 265 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ドリームインキュベータ 1,100 173 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社モルフォ 60,000 163 携帯電話事業に係わる事業提携

 アートスパークホールディングス株式会社 193,200 68 携帯電話事業に係わる事業提携

 株式会社ビックカメラ 50,000 31 携帯電話事業に係わる事業提携
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⑥ 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は金子 寛人氏、三浦 洋氏、野中 浩哲氏であり、有限責任 あずさ監

査法人に所属しています。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士87名、その他52名です。 

  

⑦ 取締役の定数 

 当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めています。 

  

⑧ 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任する旨及び累積投票によらない旨を定款に定めてい

ます。 

  

⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項 

≪自己の株式の取得≫ 

  当社は、機動的に自己の株式の取得を行うため、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によって

市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めています。 

  

≪中間配当≫ 

  当社は、株主の皆様への利益還元の機会を充実させるため、取締役会の決議によって、中間配当をすることが

できる旨定款に定めています。 

  

≪取締役及び監査役の責任免除≫ 

  当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分発揮できるようにするため、会社法第

426条第1項の規定により、任務を怠ったことによる取締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であっ

た者を含む。)の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に

定めています。 

  

⑩ 株主総会特別決議要件の変更の内容 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議につ

いて、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上

をもって行う旨定款に定めています。 
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(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

  

② 【その他重要な報酬の内容】 

当社及び当社の主要な連結子会社等は、当社の監査公認会計士等である有限責任 あずさ監査法人を含むKPMGネ

ットワークに属する各メンバーファームに対し、監査証明業務及び非監査業務に基づく報酬を支払っています。 

 そのうち、有限責任 あずさ監査法人以外に対するものは、監査証明業務については、海外の連結子会社等の財

務諸表の監査であり、前連結会計年度及び当連結会計年度の報酬の合計は、それぞれ189百万円及び237百万円で

す。非監査業務については、当社及び国内外の連結子会社等の税務申告書の作成及び税務コンサルティング等で

あり、前連結会計年度及び当連結会計年度の報酬の合計は、それぞれ34百万円及び39百万円です。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度においては、国際財務報告基準に関する指導・助言業務等です。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありませんが、監査報酬については、当社及び連結子会社の規模・特性、監査日数等の諸要素を勘

案し、法令に従い監査役会の同意を得て、決定しています。 

  

 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

 提出会社 698 25 681 19 

 連結子会社 141 － 153 － 

計 839 25 834 19 
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